
第３回 市原地区地域協議会 次第 

日 時 令和６年２月２９日（木）午後２時から 

場 所 サンプラザ市原 研修室２ 

 

 

１ 開 会 

 

２ 教育委員会挨拶 

 

３ 報 告 

 （１）第２回市原地区地域協議会の概要 

 （２）委員からの質問に対する事務局説明 

 

４ 議 事 

 （１）市原地区における県立高校の適正規模・適正配置について 

・望ましい学校規模について 

・地域と学校との連携及びそれを踏まえた地域からの支援について 

・地域連携協働校について 

（２）その他 

 

５ 報告・連絡 

 

６ 閉 会 

【資料】 

資料１ 第３回市原地区地域協議会スライド資料 

  資料２ 地域連携協働校について 

第２回市原地区地域協議会 記録（案） 

第３回出席者名簿 

第３回座席表 
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第３回
市原地区地域協議会

令和６年２月２９日（木） １４:００～
サンプラザ市原 研修室２

Ⅰ 特色ある学科・コースの
卒業生の進路状況について

1
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Ⅰ 卒業後の進路状況
市原高校卒業後の進路状況（R4.12月 プラン評価より抜粋）

普通科
普通コース
商業コース
福祉コース

園芸科
野菜コース
草花コース
緑地管理コース

〇学びを活かした進路決定率（R4.3卒業生）
商業コース 13.6％（3名/22名）
福祉コース 21.4％（3名/14名）
園芸科 7.1%（2名/28名）

学びを活かした主な進路
商業コース 千葉商科大学、東和ＩＴ専門学校
福祉コース 淑徳大学、中央介護福祉専門学校、特別養護老人ホーム春
園 芸 科 北海道農業大学校、南総カントリークラブ

〇設置学科・コース

Ⅰ 卒業後の進路状況
姉崎高校卒業後の進路状況（R5.11月 プラン評価より抜粋）

普通科
標準コース
理系コース
ものづくりコース

〇学びを活かした進路決定率（R5.3卒業生）
ものづくりコース 100％（8名/8名）

学びを活かした主な進路
進学 船橋情報ビジネス専門学校（ITエンジニア科）
就職 住友化学株式会社、君津共同火力株式会社、

デンカ株式会社、株式会社ＮＴＴ東日本、
株式会社ＡＤＥＫＡ、日鉄環境株式会社、
東京電力パワーグリット

〇設置学科・コース

3
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Ⅱ 県立高校における
年間の維持・運営費用について

県立高校の運営費
Ⅱ 県立高校における年間の維持・運営費用

全日制高校の運営費総額（令和５年度予算）
43億2648万9千円

普通科高校における１年間の運営費
・１学年４学級（学校全体12学級）規模10校の平均額

約2002万円

運営費:光熱水費、電話料、コピー機使用料、軽微な修繕にかかる費用等

・全日制学級数（2181学級）で割ると１学級あたり約198万円

・全日制高校は県内に119校（2181学級）あり（令和５年度現在）

5

6
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県立高校の人件費
Ⅱ 県立高校における年間の維持・運営費用

高等学校教職員人件費（令和５年度予算）
568億5760万9千円

人件費:管理職、教諭、実習助手、事務職員、技能員等の合計

普通科高校における１年間の人件費
・１学年４学級（学校全体12学級）規模10校の平均額

約３億1915万円

7
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市原地区の県立高校の
募集学級数の推移及び
入学者選抜の志願状況、
公立中学校卒業者の進路先について

R6R5R4R3R2R1学科学校名

２２３３３３普通
市 原

１１１１１１園芸

３３３３３４普通京 葉
３３３３３３普通市 原 緑
444444普通姉 崎
55６5６６普通市原八幡

181820192021合 計

Ⅰ 募集学級数の推移（基礎資料P9より）

9
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令和６年度入試令和５年度入試令和４年度入試令和３年度入試
学
科

学校名
倍率

志願
者数

定員倍率
志願
者数

定員倍率
志願
者数

定員倍率
志願
者数

定員

0.3830800.5846800.53641200.6274120普通
市 原

0.5020400.7028400.3514400.682740園芸

1.131351201.081291201.121341200.7590120普通京 葉

0.901081201.121341200.961151200.99119120普通市 原 緑

1.031641601.141831600.991591600.91145160普通姉 崎

1.052102001.042082001.032472401.03206200普通市原八幡

Ⅱ 入試の状況（基礎資料P10をもとに今年度の志願状況を加筆）

７２２
（全日制：私立）

５５
（県外へ進学）

２２８
（その他）

５３４
（第１学区）

５１
（その他）

Ⅲ 公立中学校卒業者の進路先

２，２７３

市原市内中学校
卒業者数

（令和４年３月）

１，２６８
（全日制：公立）

６８３
（第９学区）

卒業者数全体の
約３０％

（基礎資料P12より抜粋）
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【これまでの経緯】 

本県では、これまでに、中学校卒業者数の減少に対応するため、募集定員の削減や、     

前プランにおいて３校の統合１組を含む３組の統合を実施するなど、規模や配置の適正化を 

進めてきました。 

しかしながら、令和４年３月から 10 年後の令和 14 年３月には、中学校卒業者数がさらに   

約 6,200 人減少することが見込まれており、これは学級数に換算すると約 155 学級分に     

相当します。 

そこで、『県立高校改革推進プラン』（令和４年３月策定）の【具体計画の方向】において、 

県立高校の適正規模・適正配置について、 

 

○ 多くの友人・教職員との触れ合いや切磋琢磨の機会を確保し、教育課程の柔軟な編成や  

活力ある教育活動が展開できるよう、学校の規模・配置の適正化を推進します。 

○ 都市部では、１校当たりの適正規模を原則１学年６～８学級とし、適正規模に満たない  

学校や同じタイプの学校が近接している場合については、統合による多様な学びへの変換や

新たなタイプの学校への再編を検討します。 

○ 郡部では、１校当たりの適正規模を原則１学年４～８学級とし、適正規模に満たない学校

については統合の対象として検討しますが、学校・地域の状況等に配慮し、統合しない場合

もあります。 

○ 中学校卒業者数が減少する中、活力ある教育活動を維持するため、適正規模・適正配置の

観点から、10 組程度の統合を見込んでいますが、学校の適正な配置に当たっては、地域に  

おける学校の在り方などについて、生徒や保護者のニーズを踏まえるとともに、学識経験者、

地域関係者、私学関係者、教育関係者から成る地域協議会などにおいても意見を伺いながら、

検討を進めます。 

○ 多様なタイプの学校の中から、生徒が興味・関心や進路希望に応じて、自分に合った学校

が選べるよう、適正配置に配慮します。 

 

としました。 

 

Ⅱ 県立高校の適正規模・適正配置 

全日制高校 

１ 全日制高校の適正規模・適正配置 

資料２ 地域連携協働校について 

「県立高校改革推進プラン・第１次実施プログラム」より抜粋 
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【今後の対応】 

中学校卒業者数の減少に対して、県立高校 121 校を引き続き維持しながら募集定員減で対応

するだけで、適正規模を維持することは困難となります。 

また、学校の小規模化により、生徒や教職員数が減少し、生徒同士の切磋琢磨の機会確保や、

教育課程の柔軟な編成、活力ある教育活動による生徒の多様なニーズへの対応が困難に   

なったり、学校行事や部活動なども制限されたりと、特色ある教育活動の充実に支障をきたす

ことが考えられます。 

そのため、全県的な視野に立ち、引き続き、統合による再編も含め、適正規模・適正配置に 

努めていく必要があります。 

なお、統合に当たっては、生徒や保護者のニーズを踏まえるとともに、学識経験者、     

地域関係者、私学関係者、教育関係者から成る地域協議会などにおいて、地域の方々から   

地域における学校の在り方について意見を伺い、検討を進めていきます。 

また、それぞれの学校が長年培ってきた伝統や学びなどの継承や、施設設備の改善・充実に

よる、より効果的な教育環境の提供、地域の資源を生かした教育活動による学校の活性化など、

新たな方策も含め、引き続き研究し、検討を終えたものから公表していきます。 

 

≪都市部について≫ 

 都市部では、令和５年度には、全日制において１学年３学級以下の学校が２校、４学級の  

学校が６校、５学級の学校が５校となります。 

適正規模の維持が困難と見込まれる学校を中心に、地域における高校の在り方を検討した 

上で、活力ある教育活動の維持や学習環境・課外活動の更なる充実を図るため、統合による  

再編を検討します。 

検討にあたっては、地域の実情等を十分に考慮しつつ、統合により、より魅力ある高校と  

なるよう改善を図りつつ、適正規模の維持に努めます。 

 

≪郡部について≫ 

郡部では、令和５年度には、全日制において１学年３学級の学校が 11校となります。 

高校の選択肢が限られる中、多様な高校選択の機会や通学の利便性を確保しつつ、地域との

連携や協力を得ながら、将来地域の担い手となる人材を育成できるよう、高校の在り方に   

ついて検討します。 

統合にあたっては、適正規模の維持が困難となることが見込まれる学校であっても、    

ただちに再編の対象とするのではなく、地理的条件や公共交通機関の状況、地域の抱える状況、

学科の配置バランス等を踏まえ、「教育を受ける機会の確保」についても配慮し、生徒にとって    

より良い高校の在り方について検討します。 

 

また、地域によっては、少子高齢化を伴う人口減少の進行により、ますます地域社会が   
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衰退していくことが懸念されています。そこで、高校生が地域社会の一員として主体的に   

地域に関わることで、地域社会や地域産業の発展・振興を担う人材の育成につなげることが    

期待されています。 

さらに、高校においては「学びの場を保障し、これからの時代を生き抜く力を育成する」   

ために、また、地域においては「地域の活性化」のために、これまで以上に高校と地域が    

連携・協働することが必要です。 

そこで、「通学が著しく困難となる地域の生徒」を対象に、「小規模校でも学校を残すことで、

通学への負担を軽減し、学びの場を保障するとともに、学校と地域が連携・協働をし、     

地域ならではの資源を活用した教育活動を展開する」ため、地域連携協働校の指定について    

検討します。 

地域連携協働校では、各校の特色ある学びを通して、「地域の将来を担う人材」や     

「地域社会に積極的に参画する人材」の育成を目指します。 

 
 

 

 
 

 

 

【基本的な考え方】 

都市部 

○ 適正規模未満の学校や将来適正規模の維持が困難となることが見込まれる学校及び 

同じタイプの学校が近接している場合には、適正配置を考慮しながら、規模の    

最適化を図ります。 

○ 統合に当たっては、地域の実情等を十分に考慮しつつ、対象校がそれぞれ     

培ってきた伝統や文化、特色ある学び等を継承するとともに、新たな教育内容・   

方法等を積極的に導入し、様々な特色や個性をもった魅力ある学校を目指します。 

郡 部 

○ 統合により通学が著しく困難となる地域であり、かつ地元からの進学率が高い高校

を地域連携協働校に位置付けます。 

○ 地域連携協働校は、学校運営協議会制度を導入するなど、地域の協力・支援を   

得つつ、地域と一体となり、地域ならではの資源を活用し、「地域の将来を担う人材」

や「地域社会に積極的に参画する人材」の育成を目指します。 

○ 地域連携協働校の運営体制については、学校運営を円滑に推進するために、必要に   

応じて、近隣の高校を協力校に指定するなどし、出張授業やＩＣＴを活用した授業を

はじめ、生徒会交流や部活動の合同実施、教職員の研修など、必要な事項について  

連携、協力を図ります。 

○ 地域連携協働校に指定された高校も含め、生徒募集において著しく困難が生じる 

場合については、統合も検討します。 
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《関連データ》 

○学区別中学校卒業者数の推移の見込み（令和４年～令和１４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：学校基本調査（文部科学省）及び千葉県年齢別町丁字別人口調査（千葉県総合企画部統計課）を基に教育政策課にて作成 

○都市部（１～３学区）で６学級以下、郡部（４～９学区）で４学級以下の全日制高校（１学年）  

学級 １学区 ２学区 ３学区 学級 ４学区 ５学区 ６学区 ７学区 ８学区 ９学区 

６ 

京葉工業 
千葉工業 
柏 井 
犢 橋 

船橋古和釜※１  
船橋法典 
市川工業 
松 戸 
松戸向陽 

沼南高柳 
流山北※１ 
我孫子東 ４ 

八 街 小見川 
銚 子 
東総工業 

大 網 茂 原 
一宮商業 
大多喜 
大 原 

長狭※４ 
安 房 拓心 
館山総合※４ 

木更津東 
姉 崎 

５ 

 八千代西 
船橋北 
浦安※４ 

鎌ヶ谷西 
流 山 

 ３ 

下総※４ 多古※４ 

旭農業 
松尾※４ 
東金商業 
九十九里※４ 

  天羽※１ 

君津青葉 
市 原 
京葉※４ 
市原緑 

４ 

泉※１ 船橋豊富※４   
行 徳 
浦安南 

沼 南 
清 水 

※１：地域連携アクティブスクール 
※２：多部制定時制併置 
※３：連携型中高一貫教育校 
※４：コミュニティ・スクール ３   関宿※３ 

２ 生浜※２※４   

人 

卒 

（令和５年度第１学年生徒募集定員より） 
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